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導入促進基本計画 

 

１ 先端設備等の導入の促進の目標 

（１）地域の人口構造、産業構造及び中小企業者の実態等 

 桑名市は、三重県の北部、木曽・長良・揖斐の三大河川が注ぐ伊勢湾の最奥部に位置している。

東名阪道、伊勢湾岸道といった高速道路や幹線国道のほか、ＪＲや私鉄が集中する交通の要衝で

あり、令和６年９月現在の人口は約 13.8万人となっている。また、名古屋市中心部より鉄道で約

20 分にある桑名駅周辺部におけるマンション開発や、高速バスで約 40 分にある西部丘陵地にお

ける新興宅地開発は継続しており、当市においても人口の高齢化が進展しており、人口は減少傾

向にあるという特徴がある。 

                                   単位：人 

 
平成 22年度

末 

平成 29年度

末 
令和３年度末 令和５年度末 令和７年推計 

年少人口 

（0～14歳） 
20,597 19,370 17,654 16,409 15,852 

生産年齢人口 

（15～64

歳） 

91,780 86,868 84,218 83,581 80,794 

高齢者人口 

（65歳以

上） 

29,859 36,553 37,840 38,165 38,054 

総人口 142,236 142,791 139,712 138,155 134,700 

 本市の商業については、消費者ニーズの多様化、消費者行動の広域化・大型店舗の郊外への進

出などにより、中小小売店舗で形成する既存商店街の影響は大きく、多くの商店街で空き店舗が

発生している。中小小売店舗並びに商店街の衰退は、単に小売業という一産業の問題にとどまら

ず、本市の総合的な活力と魅力の低下につながる課題性も含んでいるが、競争は激しいながら商

業施設内に出店する事例もある。また、桑名市商業業務誘導地区建築条例を制定し、桑名駅周辺

地区内において賑わいと活力のある商業業務を誘導するために、特別用途地区を市の都市計画で

定めた。小売業以外では、平成 26年経済センサス基礎調査によると、「宿泊業、飲食サービス業」

「生活関連サービス業、娯楽業」「医療、福祉」といった業種区分は事業所数が多く、かつ、一定

の増加傾向にある。 

本市の工業については、戦前の軍需産業の流れをくむ「機械工業」、江戸時代から続く地場産

業の鋳物づくりに代表される「金属工業」が二大産業として有名である。近年では豊富な農林水

産物を加工する「食料品製造業」や物流業などの新産業分野も当市の工業の中枢を占めるによう

になり、世界のものづくりをリードする航空宇宙品質マネジメントシステム「JIS Q 9100」の認

証を取得した事業者もある。また、本市の地場産業である鋳物産業は、工場数の減少があるもの



の、製品は多岐に及んでおり、家庭用品、電気器具、ガス器具、車両、工作機械、建設用機械等

に用いられている。 

 2023年経済構造実態調査によると市内 334社のうち従業員数 300人以上の大規模事業所はわず

か７社（2.1％）で残りの 327社（97.9％）は中・小規模事業者となっており、近隣他市と比較し

ても中・小規模の事業者が多い状況である。（四日市市 94.4％、いなべ市 96.6%など）加えて、生

産年齢人口は減少し高齢者人口は増加していることから、今後はより一層人手不足が深刻になる

ことが予想される。 

 

（１） 目標 

 商業については、小売り・サービス業において、課題となっている人手不足を解消することを

目標とする。 

工業については、本市総合計画において、中小製造業の振興と競争力向上を図るため、幅広い

分野の新技術・新製品開発に対する支援を行い製造品出荷額の向上を目指すとしており、本計画

において、令和９年度の製造品出荷額（経済構造実態調査）は令和４年度の製造品出荷額と同額

を目標としている。 

そのため、導入促進基本計画を策定し、中小企業者の先端設備等の導入を促すことで、地域経

済の更なる発展を目指す。これを実現するため目標として、計画期間中に 30件程度の先端設備等

導入計画の認定を目標とする。 

 

（２） 労働生産性に関する目標 

 労働生産性の目標伸び率については、年平均３％以上とする。 

５年間の先端設備等導入計画の場合、計画期間である５年後までの労働生産性向上の目標伸び

率は 15％以上、計画期間が３年間の場合は９％以上の目標伸び率、４年間の場合は 12％以上の目

標伸び率を設定すること。 

 

２ 先端設備等の種類 

 導入を促進する先端設備等の種類については、本市においては多種・多様な中小企業者が存在

しているため、中小企業等経営強化法施行規則第７条第１項に定める先端設備等の種類の全てを

対象とする。 

 

３ 先端設備等の導入の促進の内容に関する事項 

（１） 対象地域 

 本市の中心部にある桑名駅の東側平野部には古くから続く製造業者が多く、山あいの多度地域

には開発団地造成に伴い多くの事業者が立地している。また、小売業、サービス業については中

心市街地だけでなく郊外にも点在しているため、本計画の対象地域は市内全域とする。 

 

（２） 対象業種・事業 

 本市においては、製造業、物流業、小売業、サービス業など多様な業種が存在しているため、

本計画において対象とする業種は全業種とする。 



また、それらの多様な業種が行う事業については、新商品の開発、自動化の推進、ＩＴ導入に

よる業務効率化など多岐に及んでいるため、本計画において対象とする事業は全事業とする。 

 

４ 計画期間 

（１） 導入促進基本計画の計画期間 

 国が同意した日から２年間（令和７年４月１日～令和９年３月 31日）とする。 

 

（２） 先端設備等導入計画の計画期間 

 先端設備等導入計画の計画期間については、３年間、４年間又は５年間とする。 

 

５ 先端設備等の導入の促進に際し配慮すべき事項 

 ・人員削減を目的とした取組を計画認定の対象としない。 

 ・計画の裏付けとなる資料等（登記簿謄本の写し（個人の場合、税申告等の事業実施を確認で

きる書類）、貸借対照表・損益計算書等）を添付することとする。ただし、小規模企業者を含

めた中小企業者に対する過度な負担とならないように配慮するものとする。 

（備考） 

用紙の大きさは日本産業規格Ａ４とする。 

 


